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「三田学会雑誌」92卷 2号 （1999年 7 月）

買手寡占排出権市場と 

クリーン開発メカニズム * 

横 山 彰

1 . は じ め に

先進諸国のほとんどの人々は，地球温暖化を地球環境危機の大きな問題として認識している。 こ 

の危機は先進国と途上国の間に国際的な衝突をもたらしている。国連の気候変動枠組み条約におけ 

る京都会議議定書では，二酸化炭素を中心とする温室効果ガスに関する締約国の目標排出削減量達 

成において排出権取弓丨やクリーン開発メカニズムを利用することが認められた。

排出権取引を支持する理論的根拠は，汚染の削減費用を最小化できるという可能性にある  

(Dales, 1968; Baumol and Oates, 1988)。 しかしながら，M alik (1990，1992)，Keeler (1991)，Van 
Egteren and Weber (1 9 9 6 )らによれば，排出権市場の制度には，実施費用の存在や排出権で認め 

られる排出量を遵守せず違反する主体が存在するといった問題がある。特 に Van Egteren and 
Weber (1 9 9 6 )は， 出権価格を操作することのできる市場支配力を持った企業が違反するモデル 

を示した。 このモデルは，「企業が市場支配力を持つと自覚している場合，排出権の初期配分が排 

出権市場の有効性において重要な役割を果たすということを示している」 （Van Egteren and Weber, 
1996: 172)。彼らは完全競争ではなく売手独占や買手独占の排出権市場を想定したが，排出権市場 

は，売手寡占や買手寡占であるかもしれない。

また， クリーン開発メカニズムについて理論的な分析をした文献はほとんどない。 クリーン開発 

メカニズムの下では，途上国内の排出削減活動として認定されるプロジェクト活動により，途上国 

は先進国とともに便益を受けることになる。本論文では，途上国は国連の気候変動枠組み条約にお

* 本論文の英文原稿に対して有益な助言とコメントを頂いた河野光雄中央大学教授，岡敏弘福井県立 

大学助教授とDavid E w ick中央大学助教授に感謝申し上げたい。また，英文原稿の下訳をして下さっ 

た横山研究会の後藤大策君にもお礼申し上げたい。
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け る Annex I 国 （京都会議議定書のAnnex B 国）に含まれない国とし，先進国は Annex I 国に含ま 

れる国とする。先進国は，途上国内で関与するプロジェクト活動で認定された排出削減量を， 自国 

の目標排出削減量にカウントすることができる。

本論文の目的は，買手寡占の排出権市場におけるナッシュ均衡とその市場規模の大きさについて 

考察することと， クリーン開発メ力ニズムに基つ ' く国際合意を検討するためにクリーン開発メカ 

ニズムの簡単なモデルを構築することである。本論文の構成は，以下のとおりである。 第 2 節で 

は，Van Egteren and W eber (1 9 9 6 )に基づき，排出権市場のモデルを発展させ，買手寡占の排 

出権市場におけるナッシュ均衡やその市場規模の大きさについて検討する。第 3 節では， このモデ 

ルをクリーン開発メカニズムに応用する。政策的含意と結論は，第 4 節で示す。

2 . 排出権市場のモデル

Van Egteren and W eber (1 9 9 6 )に従い，先進国と途上国がともに参加する取引可能な排出権制 

度，すなわち排出権市場の制度を考える。 それぞれの国は国際合意によって定められた排出権の一 

定初期割当量 X ? を手にしている。 ここで，第 / 国の二酸化炭素の排出量 X ,.から得られる便益は 

次のように与えられる， と仮定する。

Bi{Xi) ; B/>0,  B / r<0 (1)
この第 / 国は，次のように，排出権取引後の排出権量よりも多く排出した場合に見込まれる罰金 

を考慮しながら， 自国の純便益T v a を最大にするように排出量や排出権取引量を決定する。

N B i= B人X ) - P Q i -  TiiZi) (2)
(3)

ここで，尸は排出権価格， Q ,は排出権取引量である。 また， 7；(乙）は乙によって示される違反 

排出量に対する罰金で， 7 7 > 0 , 7 7 2 0 とする。 そして，乙く 0 の と き 7；(乙.)= 0 となる。 の符 

号 が 正 （負）のとき，第 Z国は排出権の買手（売手） となる。

ここでは， m ヶ国の先進諸国が巨大な買手として参加する買手寡占の排出権市場を考えよう。実 

際に排出権市場が創設された場合には， 日本やカナダ，アメリカなどの先進諸国は買手として大き 

な市場支配力を持つと考えられる。 衫ヶ国の先進諸国は，集 合 # ( 汩 # : / = 1 ，_--，对）に属する。 N  
に属する買手寡占国の排出権購入は，排出権価格に影響を及ぼす。 このとき供給関数は次のように 

想定される。

P{Qu Q i , Q n) = a+ /3T,Qi; V i ^ N  : Qi>0 (4)
iV に属する第 Z国は⑶式と⑷式を制約条件として，兄とひに関して⑵式を最大化させる。内点
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解の一階の条件は

dNBi - B / _  T /= 0  (5)dXi
dNBi F Q i - P + T / ^  (6)dQi

である。 （5 )式， （6 )式より次式が得られる。

B / - P ,Qi- P = 0  (7)
N に属する第 i 国以外のすべての国が各々にとって最適な排出量や排出権取引量を選択している 

とき，第 Z国が自国にとって最適な排出量や排出権取引量を選択すると考えよう。 この場合，すべ 

ての国はそれぞれの最適値A：? と Q ? をとることから， （7 )式は次のように表される。

B / - / 3 Q t - ( a + ^ ^ l Q f ) = 0  (8)

ここで， （8 )式 を z_eiVに関して集計すると次式が  1辱られる。

2  B /  — ̂  2  Q f — na— 2  Q f= 0  (9)

(9 )式 を 2 Q ? について解くと，ナッシュ均衡下におけるw ヶ国の先進諸国の排出権購入総量が導 

出される。

2  Q ?= (  2  Bi '-na) l^{n-\ -\ )  (10)

ここで，以下のように 2 つの関数反 (兄 .）と 7；.(乙.）を特定イ匕して，排出権価格を検討してみよう。

B i{Xl) = al{bi- \ x i) X i ( 11)

T ^ ^ e i Z d U d i + ^ Z d Z i  (12)

ここで d ( x )は次のように定義される。

9{x) = \  for x  > 0  and 6(x) = 0 for r  く 0 (13)
Zi>0 (泊 队 ）の国については

X f ^  {aibi-Cidi + d i X n  Q1)}

Q f  =  a ^ k a .  +  c ^ ^  +  d i  ~  X V  一 （仏 . +  C i ) P ]

となる。 また乙く 0 (Z_GiVo) の国については

X* = X°i +Qf

(14)

(15)

(16) 

(17)
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となる。 （4 )式， （15)式， （17)式より尸が，次のように与えられる。

P = a + ^ { Y  Qf+  2  Q?)
/V 1 - V  a<Ci (bi+di -XP) , マ at (bt -XP )\  (18)aャ aiCi+fi(ai+ct) 广く会。 ガ+山 J

1 +  /?{ .2  aiCi+Kat+Ô  . 2
(18)式は，価 格 P が任意に決定された初期割当量の集合P C } の関数であることを意味していな 

い。 {於 } の選択には， z_eiV+ の場合における Q,.*之0 や 乙 > 0， 佐 iVoの 場 合 に お け る と い  

う条件から次の制約を受ける。すなわち，

X f  ̂ M in {bi +  d i — ai +  Cl P ,  + + ん一 ^p)cidi]  fo r  t ^ N +  (19-1)

X f < b i - —  fo r  i ^ N o  (19-2)di
の制約があるo

この制約のために，ナッシュ均衡を導くための実現可能な初期割当量の設定は， 空間のあ 

る小さな領域に制限される。 このことは， 多くの国が市場に参加する場合，ナッシュ均衡を導くよ 

うに初期割当量の割当を行うことが容易でないことを意味している。一般的に，第/国の経済力や 

成熟度を示す変数 b iは国によって異なっており，初期割当量の割当は {ん} の分布にしたがって， 

上記の (19-1)式， （19-2)式を満たすようになされなくてはならない。 この事態は，罰金の大きさには， 

さほど強く影響されない。だが，ナッシュ均衡へと導くように初期割当量の割当を行うことは，普 

通の先進国や途上国にゆっくりした経済成長を余儀なくする一方で巨大な先進国には産業活動を活 

性化させることを奨励することになるので，議論の余地があるだろう。

一方，ナッシュ均衡における w ヶ国の先進諸国の排出権購入総量 .2  Q f は，次のようになる。

卜 し ノ ) (20)

w ヶ国の先進国以外の買手は存在しないと想定して，排出権市場の規模を考えてみよう。市場規模 

5 は，次のように表される。

S ^ P ^ l Q f = P ^Pp a)- (21)

S を X ?について偏微分すると

- § ? = -  (ニ i r ふ  f° r 純  （ル 1)

~ § r - ^ ^  for 細 。 ( 2 1 - 2 )
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となる。ただし， ここでは」三 + 石 。 である。従って，先 翻 の

排出権初期割当量の変化が市場規模に及ぼす影響は，明らかである。すなわち， ここでは尸>ぴと 

想定しているため，買手寡占である先進諸国の排出権初期割当量が大きくなるほど，ナッシュ均衡 

における市場規模は小さくなる。

以上が買手寡占の排出権市場におけるナッシュ均衡と， その市場規模についての議論である。 そ 

して， このナッシュ均衡は売手寡占市場に限らず，双方寡占の排出権市場の場合においても容易に 

扱うことが可能である。壳手寡占の排出権市場下でナッシュ均衡となる価格は， （18)式に対応する 

ものとして表わされる。 また双方寡占市場についても， その市場均衡をもたらすであろう初期割当 

量の割当について検討することができる。

3 . クリ一 ン開発メカニズムのモデル

本節では，排出権市場のモデルをクリーン開発メカニズムに応用して， ある一途上国内のクリー 

ン開発メカニズムのプロジヱクトに対する先進諸国からの投資に関するナッシュ均衡を明らかにし 

てみよう。第 先 進 国 は ， 自国の純便益A © ,.を最大にするように自らの排出量と第；途上国にお 

けるクリーン開発メカニズムのプロジェクトに対する投資額を決定する。

肌 = Bi(Xt) -  Ki -  T l Z t)  (22)
Z ^ X - i X ^ + A V ^ ^ O ;  0 < ス< 1  (23)

ベ.基凡斗及.)； V/>0 (24)

ここで，K iは第メ途上国におけるクリーン開発メカニズムのプロジェクトに対する第 2•先進国の 

投資であり， Vo.はクリーン開発メカニズムのプロジェクト活動より生じた第/•途上国内排出削減 

量 兄 + ん ）のうち第先進国の取り分となる削減割当量である。 また，J は第メ途上国にお 

けるクリーン開発メカニズムのプロジェクト活動による排出削減量以 2  Ki + J Q のうち先進諸 

国が手にできる認定排出削減量の割合である。紙は第メ途上国内のプロジニクトに参加している 

先進諸国の集合を示し，民 は自国内のクリーン開発メカニズムプロジヱタトに対する第ノ_途上国 

の投資を示す。

スV jは第 j 途上国内のクリーン開発メカニズムによる先進諸国全体の認定排出削減量であるから， 

ス V jは 第 i 先進国の割当量となる。 ここでは M jに属する先進諸国の数を m と想 

定しよう。

に属する第 / 国は（23)式と（24)式を制約条件として，X i と 兄 に 関 し て （22)式を最大化させ 

る。 内点解の一階の条件は
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^ ^ = - 1  + ス 7 7 ^  =  0 (26)

となり， ここでは <h三d V j d K iである。 （25)式 と（26)式から次式が得られる。

= (27)
(24)式に注意すると， （27)式からは次式が得られる。

[ ( u K r - m v j + K r v /  s  m / (  2  m 2=i/AB/  ⑶ ）

ここで， とすると， （28)式は次のように示される。

(C l - K ^ V j  + a  V；K ? = Q2 丨入 B /  (29)

运 Mパこ関して（29)式を集計し Q について解くと，次式のように，第メ途上国内のクリーン開発 

メカニズムのプロジヱクトに対する先進諸国のナッシュ均衡における投資総量が導出される。

S  Kr = A(m -l )V j / (  2  B/~l-AVJ)  (30)

以下では m = l の場合を考えよう。 この場合， （24)， （25)， （27)の 3 式から次式が得られる。

B/= TI=l/ (A VJ)  (31)

(31)式を満たす X ,，Z u を， そ れ ぞ れ 幻 ，Zf ,  とすると，次式が得られる。

n =  v r = [ ( x * - x n - z r M A (32)= F t{Kh KJ； X?, A)

一方，第 j 途上国もまた自らの純便益戰 を最大にするように排出量とクリーン開発メカニズ 

ムのプロジヱクトに対する投資額を決定する。

NBj = BAX,)  — K, — TAZj) (33)
Zj= X j- [ X ^  + (1-A)Vj]^ 0  (34)

ここでは F卢 以 尼 .+ 疋 ）である。第ノ_途上国は（34)式を制約条件として，兄 と / C に関して（33) 
式を最大化させる。内点解の一階の条件は

ギ ^ = 5 / — 77 =  0 (35)
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- 1 +  ( 1 - ス) 7 7 W = 0 (36)

である。 （35)式， （36)式より次式が得られる。

B^=T； = 1/[(1-A)V/]  (37)

(37)式を満たす x ,，乙， 巧をそれぞれ x / ， z t 、 y / とすると，次式が得られる。

v * = [ ( x r - x T ) - z r ] i { \ - X ) (38)=FAK}, Ku X I  ス）

(32)式， （38)式から，制 度 変 数 X I スが与えられたとき，K と民のナッシュ均衡（KT, 
K / ) が導かれる。す な わ ち と /^ .のナッシュ均衡は（31)式， （37)式 を 満 た す と し て 与  

えられる。 （31)式， （37)式より凡 .= 兄 .(疋 ）と / G = 兄 (凡 ）（但 し 兄 = 兄 = —1) という二国間の反 

応曲線が明らかになる。図 1 は兄 •(ん ）と R人K d という二国間の反応曲線を示している。途上国が 

クリーン開発メカニズムのプロジェクトに参加するための必要条件は，

or (39)

である。

図 1

22 ( 2 6 2 )



これは，途上国におけるクリ一ン開発メカニズムのフロジヱクト活動による排出削減量のうち途 

上国が手にできる認定排出削減量の割合（1ース）が， クリーン開発メカニズムに対する途上国の投 

資負担割合疋/(兄 +  /G )以上であることを意味している。 この必要条件を満たす領域は直線K尸 

と水平軸によって囲まれている部分である。

兄 ( 0 )が 兄 .( 0 ) よりも高いというもっともらしいケースの場合，ナッシュ均衡は，図 1 の &  =  
(兄 (0)，0 ) である。

任 意 の 等 施 ,.曲線の傾きは，燃 产 及 (兄 .) 一/ • ( 兄■一 ズん+  K }))の全微分から，次

のように得られる。

令 = 1 - (1/7V ス W) (40)

dVj/dKi>0ならば，等 肌 曲線は，図 1 の反応曲線 K f R J J Q 上の点に対して凸で描かれる。 

その理由は以下の通りである。 1=7Y /IFゾすなわち，み0/(9凡 .= 0 を 満た す 凡 を 友 ; .としよう。 Ki 
が 冗 よ り も 小 さ い 場 合 ， 1 > 77スV Iゆ え dKjdKi く Qである。第 i 先進国にとって上方の等 7VB, 
曲線であるほど， より高い純便益があることになる。第/先進国がシュタッケルベルク的先導者だ 

と想定すると，図 1 では途上国の反応曲線R人K d が 等 N B i曲線の接線となる点E s において， シ 

ュタッケルベルク均衡が得られる。点 G において点 E s を通る等 TV凡 曲線の傾きは 0 である。

一方， dVJ/dKiKOの場合，等 N B i曲線は反応曲線上の点に対して凹で描かれ，図 1 におけるシ 

ュタッケノレベルク均衡は反応曲線兄 ( /C .)と 線 K i との交点になる。

4 . お わ り に

本論文では，買手寡占の排出権市場におけるナッシュ均衡とその市場規模の大きさを探求し， ク 

リ一ン開発メ力ニズムを検討するためのモデル構築を行ってきた。

二酸化炭素について実際に創設される地球規模の排出権市場は，完全競争市場でも売手独占でも 

買手独占でもなく，むしろ売手寡占や買手寡占あるいは双方寡占に近い市場であると考えられる。 

買手寡占の排出権市場においてナッシュ均衡を保証する初期割当量の可能性集合は， {X ?}空間の 

小さな領域に限定される。 このことは， 多くの国が関わる場合には，関係諸国にとってナッシュ均 

衡に導くような排出権の初期割当を実現することが容易でないこと示している。 さらに，ナッシュ 

均衡においては，買手寡占である先進諸国の初期割当量が大きくなるほど排出権市場の規模は小さ 

くなる。 これらの結果として，「安定した排出権市場を創設するためには， 巨大な買手として市場 

に参加するだろう先進諸国の排出権初期割当量を，排出権市場創設以前の現実排出量に応じて配分 

する既得権配分ルール （grandfathered r u le )による初期割当量よりも， より低く設定すべきであ 

る」 というような興味深い政策的含意が得られる。
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また， クリーン開発メカニズムを理論的に分析した文献はほとんどない。排出量削減をもたらす 

クリーン開発メカニズムのプロジェクト活動から，途上国も先進国も便益を受けることになる。本 

論文は，途上国内でのクリーン開発メカニズムのプロジェクト活動に対する先進諸国のナッシュ均 

衡投資や，途上国と先進国のニ国モデルでナッシュ均衡投資やシュタッケルベルク均衡投資を考察 

するために， クリーン開発メカニズムのモデルを開発してきた。 クリーン開発メカニズムを先導す 

る国がない場合， クリーン開発メカニズムのプロジェクト活動に関するすべての投資を，先進国は 

進んで引き受けるだろう。 しかし，先進諸国が先導者となった場合には，先進諸国だけでなく途上 

国もクリーン開発メカニズムのプロジヱクトに対して進んで投資するであろうが，先進諸国の投資 

や，途上国の投資も含めたプロジュクトに対する総投資は，先導者がいない場合よりも低くなる。

これは， クリーン開発メカニズムによる排出量削減量は先進諸国がシュ夕ッケルベルクの先導者で 

ある場合により小さくなる， ということを意味する。 このことから，「クリーン開発メカニズムを 

より効率的に機能させるためには，先進諸国にシュタッケルベルク先導者となる機会をできるだけ 

与えるべきではない，言い換えれば，先進諸国ではなく途上国にクリーン開発メカニズムのプロジ 

ェクトの提案権を与えるか，途上国に提案権が与えられない場合には途上国にプロジヱクトに対す 

る拒否権を与えるべきである」 という政策的含意を得ることができる。

(中央大学総合政策学部教授）
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